
新たな「三重県水産業及び漁村の振興に関する基本計画」中間案の概要

１－１ 水産資源の維持及び増大と競争力のある養殖業の構築

第３ 基本的な方針及び主要な目標

第４ 基本的施策

１－２ 多様な担い手の確保及び育成と経営力の強化

１ 水産業及び漁村を取り巻く情勢の変化

２ 本県水産業及び漁村の現状

１ 基本的な方針
将来にわたって、水産業が安定的に継続され、県民が豊かな県産水産物のすばらしさを実感

できるよう、水産業・漁村のめざす姿の実現に向けて、施策を推進
（１）水産資源の維持及び増大と競争力のある養殖業の構築
（２）多様な担い手の確保及び育成と経営力の強化
（３）災害に強く生産性が高い水産基盤の整備と活力ある漁村の構築

２ 主要な目標
人口減少・高齢化に伴う経営体数の減少を見込みつつも、漁獲量の増加及び養殖生産性の向上

を図ることにより、漁業産出額を維持、増加

２－１ 漁業生産の現状
• 海洋環境の変化等の影響により、漁業産出額は446億円（H30）から380億円（R4）に減少
• マイワシ、サバ類等の資源量は大幅減少、栽培漁業によりマダイ等の資源量は安定推移、南方
系魚種の来遊増加

• 魚病被害が深刻化する一方で魚類養殖は生産量増加、藻類・真珠・カキ類養殖については減少
• 「きれいで豊かな伊勢湾」の実現に向けた下水処理場の栄養塩類管理運転の実施・効果検証
２－２ 漁業経営の現状
• 人口減少・高齢化により、漁業就業者数は6,108人（H30）から4,217人（R5）へ減少
• 漁業経営体の96％が個人経営体で規模が零細、多くの小規模漁協の事業利益が赤字
• 県産水産物について、東南アジア等への輸出、首都圏等への流通が拡大
２－３ 水産基盤整備及び漁村の現状
• 漁港施設、漁港海岸施設の多くで老朽化が進む一方で耐震化が未実施
• 海洋環境の変化に伴う食害生物の活性化により熊野灘沿岸の藻場の81％（H22→R3）が、埋立て
により伊勢湾の干潟の55％（S20→R2）が消失

• 南部地域の人口減少・高齢化に伴う漁村コミュニティの衰退
• 内水面地域におけるカワウの食害等の深刻化、人口減少等に伴う遊漁者の減少

主要な目標 現状 令和16年度

漁業産出額 380億円（令和4年） 386億円（令和15年）

第１ 基本計画策定の考え方

１ 基本計画策定の趣旨
○条例に掲げる基本理念の実現に向けて、基本的な方針や主要な目標、基本的施策等を定め、水
産業及び漁村の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るために策定

２ 基本計画の位置付け
○ 条例に基づく基本計画として、本県水産業及び漁村の振興に関する施策の基本となるもの

第２ 三重県の水産業及び漁村を取り巻く情勢

１－１－１ 水産資源の維持及び増大

１－１－２ 競争力のある養殖業の構築

１－２－１ 多様な担い手の確保及び育成

１－２－２ 安定した経営体の育成

１－２－３ 水産業協同組合の経営の安定

１－２－４ 県産水産物の競争力の強化

○資源評価の精度向上、海洋環境の変化をふまえた資源管理の推進
○海上保安部等と連携した監視・取締の強化による密漁や不正に漁獲された水産物の流通の防止
○漁獲量が減少しているサザエ等や藻場の回復に向けた海藻の種苗生産技術の開発

○高水温に強い品種、生産効率に優れた品種等の開発と普及
○陸上養殖等の高水温化に対応した養殖技術や生産コストの削減に資する養殖技術の開発・普及
○「きれいで豊かな伊勢湾」の実現に必要な栄養塩類管理運転の在り方に係る提案

○県内外からの新規就業者確保に向けた「みえ漁師Seeds」による情報発信、就業フェアにおける就
業相談、漁師塾・真珠塾における現場研修への支援

○多様な担い手の確保に向けた就労環境の整備、水福連携の展開、スマート技術の導入

○付加価値の高い魚種への転換、協業化・法人化・複合経営化、異業種との連携による経営基盤強化
○省力化・効率化に必要な機器等の導入支援、災害や燃油等の価格高騰による漁業経営への影響緩和

○漁協の経営改善に向けた自営事業への参入や漁協間の協業化への支援
○組合員数の減少が深刻な漁協等の合併に向けた関係者への丁寧な説明・調整

○流通業等と連携した販路拡大、県産水産物の付加価値向上への支援
○輸出先国の多角化・恒常化に向けた現地商談会等の実施、輸出に向けた衛生管理の高度化

１ 基本的な施策の展開方向（基本的な方針をふまえ、基本的施策の展開方向や目標を定める）

○ 「漁業法等の一部を改正する等の法律」の施行に伴う資源管理等の基本的制度の見直し
○ 「資源管理の推進のための新たなロードマップ」に基づく資源管理の推進、「特定水産動植物
等の国内流通の適正化等に関する法律」に基づく不正に採捕された水産物の流通防止強化

○ 外国人の就業、水福連携等の水産業における多様な担い手の活用推進
○ 国際情勢や円安等に伴う燃油・配合飼料価格のさらなる高騰
○ アジア圏の魚介類消費の増加、ALPS処理水海洋放出を受けた中国による日本産水産物輸入停止
○ 南海トラフ地震等の大規模災害の発生リスクの高まり、自然災害の激甚化・頻発化
○ 「漁港及び漁場の整備等に関する法律」の施行に伴う「海業」による漁港活用促進
○ ＩＣＴブイによる海況情報配信やドローンによる藻場分布状況調査等のスマート化の推進
○ 2050年カーボンニュートラル実現に向けたＪブルークレジット制度の創設
○ 魅力発信の好機となる「第44回全国豊かな海づくり大会」、大阪・関西万博の開催

３ 基本計画の期間 令和7～16年の10か年計画とし、おおむね５年ごとに見直し

１－３ 災害に強く生産性が高い水産基盤の整備と活力ある漁村の構築

１－３－１ 水産業の基盤の整備

○漁港施設及び海岸保全施設の地震・津波対策の実施や長寿命化対策、水産業ＢＣＰ・防災技術
マニュアルの適切な運用によるソフト・ハードの両面からの防災・減災対策を推進

○集出荷機能の集約・強化や高度衛生管理型の産地市場の形成、漁港機能の再編・集約化
○共同加工施設や冷凍冷蔵施設など水産業の生産性を高める共同利用施設等の整備を促進

１－３－２ 水産動植物の生育環境の保全、改善及び創造

○藻場・干潟等の造成による漁場整備の推進、漁業者等による藻場・干潟等の保全活動への支援
○関係部局と連携し、海洋ごみの回収・処理と発生抑制対策を促進

１－３－３ 活力ある漁村の構築
○漁港等を活用した「海業」等新たな事業創出を支援し、漁村コミュニティを維持・発展

１－３－４ 内水面地域の活性化
○ドローン等を活用した駆除などカワウや外来魚による食害対策への支援
○漁場環境の再生・保全や漁場環境に見合った稚アユ放流など漁業権対象魚種の増殖への支援

１－４ その他の施策

１－４－１ 水産に関する技術の研究開発の推進及びその成果の普及

○産学官連携によるＡＩ・ＩＣＴ等の先端技術を活用した漁業現場のスマート化の推進等

１－４－２ 県民の理解の促進

○水産業や漁村が果たす多面的機能や藻場の保全・藻類養殖等におけるブルーカーボンクレジット
認証に係る情報発信

○「第44回全国豊かな海づくり大会」や大阪・関西万博を契機とした本県水産業の魅力等の発信

２ 漁業種類別の施策の主な展開方向

10の漁業種類別に、それぞれの課題をふ
まえながら、基本的施策の展開方向を整理

３ 地域別（水域別）の施策の特徴的な展開方向

本県を４つの地域（水域）に大別し、地域の特徴
や課題をふまえ、基本的施策の展開方向を整理

第５ 計画の推進体制 ○ 水産業者等をはじめ、県、県民が、それぞれの責務と役割のもと、互いに連携・協力し、一体となって取組を進める。
○ 水産業及び漁村の振興に関する施策について、条例に基づいて作成する実施状況の報告により、議会に毎年度報告し、有識者の意見を聴くとともに、県民の方々に公表する。




